
様式第１号（第５条関係） 

 

栗原市中小企業等経営継続・成長支援金交付申請書 

 

  年  月  日   

栗原市長 殿 

申
請
者 

住所  

事業者名  

代表者名  

栗原市中小企業等経営継続・成長支援金の交付を受けたいので、栗原市中小企業等 

経営継続・成長支援金交付要綱第５条第１項の規定により、下記のとおり申請します。 

記 

１ 事業の項目（該当するものに○） 

  ア 販路の開拓  イ 生産性の向上  ウ 新たな商品・新たな役務の展開 

 

２ 支援金申請額  金           円 

 

３ 関係書類 

⑴ 事業計画書（様式第２号） 

⑵  収支予算書（様式第３号） 

⑶ 売上高営業利益率が減少していることの報告書（様式第４号）及びその根拠資

料 

⑷ 支援対象経費の見積書の写し 

⑸ 誓約書兼同意書（様式第５号） 

⑹ 法人にあっては定款の写し又は登記簿謄本、個人にあっては住民票抄本（登記

簿謄本及び住民票抄本については、交付の申請をする日から３月前までに発行さ

れたものに限る。） 

⑺  市税等に未納がないことを証する書類 

⑻  その他市長が必要と認める書類 

４ 連絡先   

担当者職・氏名  

電話番号  ＦＡＸ番号  

メールアドレス  



様式第２号（第５条関係） 

事  業 計 画 書 

事業実施場所  

現状の課題 

（売上高営業利益率の減少

が生じた原因を含めて記載

） 

●物価高騰による影響を記入 

 

 

 

●現状の課題を記入 

 

 

 

事業の目的 
 

事業内容 

（売上高営業利益率の回復

につながる効果を含めて記

載） 

ア 販路の開拓  イ 生産性の向上  ウ 新たな商品

・新たな役務の展開 

 

 

 

 

事業の実施により期待

される効果と事業目標 

【期待される効果】 

 

 

【事業目標】 

 

 

事業の実施期間 
開始予定日（交付決定日以後）    年   月   日 

～ 完了予定日     年   月   日 

事業スケジュール 

 

※ 令和８年１０月３０日

までに支払いを完了する

必要があります。工事等

の完成はそれ以前になる

よう計画してください。 

 

 

 

備考 国、県等から支援金と同様の趣旨の金銭の供与を受けている場合は、支援対象外となります。 



様式第３号（第５条関係） 

収 支 予 算 書 

【収入】 （単位：円）   

支援金    

自己資金    

借入金    

その他（       ）    

計    

 

【支出】  

 

 
  

経費区分：①広報費 ②展示会等出展費 ③開発費 ④機械装置等費 ⑤外注費  

事業目的：ア 販路の開拓 イ 生産性の向上 ウ 新たな商品・新たな役務の展開  

経費
区分 

事業
目的 

名称 

支援対象経費（税抜き） 支援金額 

（税抜き） 

（単位：円） 

備考 
単価 数量 

金額 

（単位：円） 

      

 

 

       

       

       

       

       

       

合計          

備考 １ 金額は、消費税抜きの金額を記入し、見積書等を必ず添付してください。１件５０万円を超え

る場合は２社以上の見積書を添付してください。 

２ 「経費区分」欄は、見積書ごとに記入してください。 

３ 記載は円単位ですが、「支援金額」欄は、千円未満の端数を切り捨ててください。 



様式第４号（第５条関係） 

売上高営業利益率が減少していることの報告書 

  年  月  日   

栗原市長 殿 

申
請
者 

住所  

事業者名  

代表者名  

 エネルギー価格等の物価高騰による経済変動の影響に起因して、次のとおり売上高

営業利益率が減少していることを報告します。 
 
１ 「売上高」及び「営業利益」の実績 

 ⑴ 直近決算期の「売上高」及び「営業利益」 

直近決算期 令和  年  月期 

売上高（Ａ） 円 

営業利益（Ｂ） 円 

売上高営業利益率（営業利益（Ｂ）／売上高（Ａ））＝ （Ｃ）        % 

 ⑵ 直近決算期の１期前の決算期の「売上高」及び「営業利益」 

１期前の決算期 令和  年  月期 

売上高（Ｄ） 円 

営業利益（Ｅ） 円 

  売上高営業利益率（営業利益（Ｅ）／売上高（Ｄ））＝ （Ｆ）        % 

⑶ □ 要件の確認：（Ｃ）＜（Ｆ）となっている場合はチェック 

※直近決算期に係る法人税確定申告書の提出が完了していない場合は、２期前と３期前の決算期を比較します。 

⑷ 経営改善の必要性 

  直近決算期の「営業利益」（Ｂ）が前期の「営業利益」（Ｅ）より大きい場合は、営業利益が増加 

している中でも経営改善が必要となっている具体的な理由等を記入。 

 

 

 

２ 売上高営業利益率の根拠となる資料 

法人の場合 「確定申告書別表一」、「法人事業概況説明書」、「損益計算書」、ｅ－Ｔａｘで申告の場合は「受信通知」 

個人の場合 「確定申告書第一表」、「専従者に関する確認書類」、「所得税青色申告決算書」、 

白色申告の場合は「売上台帳」、「帳面」、「確定申告の基礎となる書類」、 

ｅ－Ｔａｘで申告の場合は「受信通知」等 

（小数点以下第三位切り上げ） 

（小数点以下第三位切り上げ） 

 

※営業利益 （「売上高」-「売上原価」 

-「販売費及び一般管理費」） 



様式第５号（第５条関係） 

 

誓約書兼同意書 

 

私は、栗原市中小企業等経営継続・成長支援金の交付申請に当たり、次の事項につ

いて誓約及び同意します。 

⑴ 補助金の申請に関し、全ての申請要件を満たしていることを宣誓します。なお

偽りその他の不正手段があったときには、交付決定の取消しや支援金の返還等に

応じます。 

⑵ 市職員が栗原市の保有する公簿等により収納状況等を確認することに同意しま

す。 

 

 

  年  月  日   

 

栗原市長 殿 

 

（申請者）住所 

事業者名 

代表者名             印 

  （署名又は記名押印） 

 

 


